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１．はじめに 

わが国の財政危機は、いまや深刻な状況にある。国と地方を合わせた債務

残高の対ＧＤＰ比は 200％を超え、ＯＥＣＤ加盟国の中で突出して高い。こ

れは財政破綻したギリシャをはじめとするＰＩＩＧＳ諸国をも大きく上回る

もので、しかもその残高は増加の一途をたどっている。加えて、年度予算に

占める公債依存度は 50%前後に達しており、2010 年度末の公債残高 642 兆円

は一般会計税収の約 17 年分に相当するなど、極めて厳しい状況にある。 

急速な高齢化によって膨張し続ける社会保障費と将来見込まれる家計金融

資産減少などの構造的な問題も抱えており、このままでは国債の国内消化が

困難になる可能性が高く、近い将来、国家財政の破綻が起こることも杞憂と

は言えない。 

この財政危機の中で未曾有の東日本大震災が発生した。地震・津波・原発

事故が重なった複合的な大震災は、ものづくりサプライチェーンの脆弱性や

エネルギー供給の制約など、日本経済の弱点を顕在化させた。震災復興を通

じてこうした弱点を克服するとともに、企業の国際競争力強化のための成長

戦略の取り組みを強化していかなければならない。現状、震災を理由に成長

戦略に関する種々の施策が棚上げにされているが、むしろ震災後の危機状況

ゆえに施策の実現を急ぐべきである。成長戦略の取り組みに遅れをとれば、

震災復興に影響するのみならず、国内の生産基盤の空洞化と雇用喪失が一層

加速されかねない。さらに、電力の安定供給が成長戦略にとっての大前提で

あるにもかかわらず、現下の電力供給の不安と制約は震災復興と日本経済の

成長にとっての大きな足かせとなり、当面の電力需給対策強化は急務である。 

未曾有の震災からの復興のためには新たな財政支出が必要となるが、日本

経済にとって、財政再建は先延ばしできない最重要課題の一つである。東日

本の復興を支えるとともに、震災前から直面していた財政危機の課題に対応

するためには、当面の電力需給問題を乗り越え、財政規律を維持した復興財

源の確保とともに、中長期的な歳出・歳入の一体改革と成長戦略の実行を強

化していく必要がある。 
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こうしたことから、当会は、税財政・マクロ経済シミュレーションの結果

も踏まえ、財政再建に向けた取り組みのあり方と道筋について、以下の通り

提言する。 

 

２．財政再建に向けた取り組みのあり方 

(1)成長戦略の強化 

日本経済は、従来からの構造的な空洞化の流れがさらに深刻化する瀬戸

際にある。すなわち、世界最高水準の法人実効税率に代表される税負担に

加えて、震災により、電力供給の制約が深刻化し、放射線懸念から日本製

品のブランド力が大きく低下するなど、企業が日本国内に生産拠点を維持

し続けることが極めて困難になりつつある。それゆえ、企業の国際競争力

を強化し、日本経済の潜在的な成長力を回復・向上させる成長戦略の実行

は、震災によりさらに必要性が高まっている。財政再建の実現についても、

中長期的な税収増を実現する経済成長なくしては不可能である。 

このため、昨年６月に閣議決定された「新成長戦略」について、震災を

受けて取り組みを一部見直すべきものはあるが、以下の必要な施策は早急

に推進していくべきである。 

① アジア主要国並みまでの法人実効税率引き下げ 

わが国企業のビジネス活動の国際的なイコールフッティング確保のた

め、法人実効税率については遅くとも今後 10 年以内にわが国企業の主要

な競争相手であるアジア主要国並みの水準（約 20％）まで段階的に引き

下げ、企業のキャッシュ・フローに直接影響を及ぼす税の負担を一刻も

早く軽減すべきである。 

2011 年度税制改正大綱に盛り込まれた、第一段階の法人実効税率引き

下げについては、震災復興財源確保のために本年度の凍結はやむなしと

考えるが、2012 年度からは段階的に実施するべきである。引き下げに当

たっては、法人にかかわる課税ベースの拡大により減税効果を減殺する

ような方法はとるべきでなく、研究開発税制は強化し、技術革新による

設備投資に対しては投資減税による税制支援を強化すべきである。 

② ＴＰＰなど経済連携の推進による貿易・投資の自由化 

国内の生産基盤の維持とグローバルなサプライチェーン強化のために

は、諸外国・地域との経済連携の推進などによる貿易・投資の自由化が

不可欠である。 

特に環太平洋パートナーシップ（ＴＰＰ）協定については、震災を理

由に交渉参加の判断を遅らせるべきでなく、むしろ震災を受けて空洞化

が懸念される中、「国を開く」という決断の重要性は高まっている。 
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③ 当面の電力需給対策強化と中長期的なエネルギー・環境戦略の再構築 

電力は社会・産業を支える基本インフラであり、供給不安は国民生活

や経済活動に大きな影響を直ちに及ぼす。電力供給の安定化は、産業の

空洞化を防止するための最重要課題のひとつと言っても過言ではない。

政府においては、責任を持って、必要な電力供給を確保し、需給の安定

化を早急に実現していく必要がある。 

こうした当面の電力需給対策強化に加えて、中長期的なエネルギー・

環境戦略の再構築が求められる。戦略の再構築にあたっては、温室効果

ガス削減の中期目標や個別政策を含め、わが国の地球温暖化対策をゼロ

ベースで見直すべきある。わが国の低炭素社会構築のためには、むしろ、

「環境と経済の両立」「エネルギー・セキュリティの確保」を大前提とし

て、原子力、再生可能エネルギー、化石エネルギーのクリーン利用、省

エネルギーなどのあらゆる分野で、安全で安定的なエネルギーの開発・

供給に取り組む必要がある。また、わが国が保有する優れた環境・エネ

ルギー技術やノウハウを海外へ移転・普及させる国際的な枠組みの構築

（二国間クレジット）も積極的に推進すべきである。 

④ インフラの整備・更新・運営へのＰＦＩ・ＰＰＰの活用拡大 

ＰＦＩ・ＰＰＰは、成長の梃子となる投資効果の高い大都市圏の都市

基盤整備・運営や、環境・健康・福祉・防災などの広範な公共サービス、

さらにはストック老朽化に伴う更新投資において民間のノウハウを活用

できる有効な手法である。一方で、財政面においてもわが国は国・地方

を通じて危機的な状況にあり、公共事業予算が縮減される中で、質の高

い公共サービスを維持していくためには民間の力の適切な活用も欠かせ

ないものとなる。 

こうしたことから、成長戦略と財政健全化を両立させる政策のひとつ

として、ＰＦＩ・ＰＰＰ手法の重要性を改めて認識し、民間の創意工夫

と参入意欲を高める制度改革のさらなる推進やインフラファンドの育成

などにより、その活用拡大を図るべきである。 

⑤ 農林漁業再生戦略の構築 

東日本大震災で農林漁業が大きな被害を受けたことから、まずは事業

再開のための初期投資や運転資金確保などへの支援を行い、震災からの

復興を優先すべきである。また、風評被害を克服し、日本の農水産物の

ブランド力回復によって輸出を伸ばす必要がある。 

さらに、日本の農林漁業の成長に向けて、ＴＰＰ参加を契機に事業体

の大規模化や協同化などの新たな方策も含めて、競争力ある六次産業化

への取り組みも強化していくべきである。 
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⑥ 高齢者の金融資産の現役世代への移転促進による消費喚起 

高齢化が進展する中、国内の消費需要喚起のためには、高齢者が保有

する金融資産を現役世代に移転させることも有効である。例えば、従来

の贈与税非課税枠に加えて、住宅取得などの使途に限定して非課税枠を

拡大するなどの施策を講じることが求められる。 

(2)マニフェスト施策、社会保障費を含む歳出全体の抑制 

①歳出に関するマニフェスト施策の見直し 

わが国の危機的な財政状況、この度の震災復興財源の確保を踏まえ、

政府・与党は、子ども手当の廃止など、歳出に関するマニフェストの思

い切った見直しを行い、歳出全体の一層の効率化と削減に取り組むべき

である。 

②社会保障費の抑制 

社会保障について、国民が安心できる持続可能な制度であるためには、

財政再建と経済成長との両立の観点から、保障と負担のバランスのとれ

た「中福祉・中負担」を目指していくことが望ましいと考える。 

そのため、中長期的には、年金・医療・介護などの社会保障費全体に

ついて、高齢化の進展度合いや税財政および経済の見通しなどを踏まえ

た総額管理目標を立てるのが有効と考える。 

また、医薬品の公的保険対象範囲の見直しやＩＣＴ（Information and 

Communication Technology：情報通信技術）活用を通じた医療費の適正化、

介護保険サービス対象の重点化、さらには年金のマクロ経済スライドを

物価下落時においても実施するなど、抜本的な制度改革を伴わなくとも

実行可能な施策は速やかに検討し、実行すべきである。 

 

(3)社会保障の安定財源確保のための消費税率引き上げ 

①社会保障制度再構築に先行した消費税率の段階的引き上げ 

年金制度をはじめ、社会保障制度の抜本的な再構築には超党派による

議論を経て国民的なコンセンサスを形成する必要があり、拙速に解決し

得る問題ではないと考える。しかしその一方で、改革にかかる期間中に

も社会保障費は膨らみ続け、このままでは取り返しのつかない深刻な財

政危機に陥る。 

そのため、まずは税財政抜本改革を先行させて財政破綻を防ぎつつ、

その間に改革実現に長期を要する社会保障制度の再構築に急ぎ着手し、

着実に進めることが現実的である。 

高齢化の進展などに伴う社会保障費については、経常的に財政需要が

増大していくものである。これに適切に対応するためには、法人税など

の直接税に過度に依存したわが国の税体系において、景気変動から影響



5 

 

を受けることの少ない安定的な税収が期待できる間接税の消費税のウェ

イトを高める必要がある。 

具体的には、消費税率を今後 10 年以内に少なくとも 15%程度まで段階

的に引き上げるべきであり、またこれは景気の動向を見極めつつ速やか

に着手されるべきである。 

②国民理解を得るための施策 

消費税率の引き上げに伴う低所得者層への配慮として、就労インセン

ティブがビルトインされた「給付付き税額控除制度」の導入が有効であ

る。このためにも、税と社会保障の共通番号制度を早期に導入する必要

がある。 

また、消費税収を社会保障に必要な財源として明確に位置づけ、かつ

社会保障費総額を管理するために、社会保障関係収支については、一般

会計から分離した特別勘定（社会保障特別勘定）を創設して管理するの

が適当と考える。 

この他、国会議員定数や国家公務員給与削減など、国会・政府が国民

と痛みを分かち合うことも必要なことと考える。 

 

(4)震災復興と財政再建の両立 

東日本大震災からの復旧・復興にあたり、当面の財政支出の拡大が不可

避となるが、これには中長期的な財政再建との両立が必要である。 

加えて、復興財源確保については国民の十分な理解とマーケットの信認

を得ることが必要との観点から、以下のような措置を講じるべきである。 

① 「復興税」の導入 

復興財源については、他の国債と別枠の「復興債」の発行により賄い、

その将来の償還のため、国民に広く薄く負担を求める「復興税」を償還

期限までの時限措置として導入することが適当である。また、震災復興

に関する歳出・歳入については、別勘定として財政規律の確保を明確に

すべきである。 

「復興税」については、国民全体で広く負担を分かち合うということ

と、経済への影響を最小限にすることに鑑みると、消費税率を一定期間

１％程度上乗せすることが最も適当と考える。また、国民の理解を得る

ためにも、消費税率引き上げについては、先に述べた社会保障費財源確

保を目的としたものと、本項で述べる「復興税」としての引き上げは、

それぞれ目的ごとに別勘定として管理し、社会保障費財源部分の税率は

段階的に引き上げつつ、「復興税」部分の税率については「復興債」償還

を区切りに引き下げるべきである。 
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② 民間資金の活用 

民間の技術やノウハウが活用でき、将来的にキャッシュ・フローが見

込まれる復興事業については、民間資金を積極的に活用することを検討

すべきである。 

 

３．財政再建に向けた道筋（まとめ） 

当会では、関西社会経済研究所の協力を得て、東日本大震災からの復興へ

の対応も織り込んだ上で、税財政・マクロ経済シミュレーションを行った。

その結果によれば、財政規律を維持した復興財源確保と税財政の抜本改革は

当然のことながら、先に掲げた成長戦略の着実な実行を組み合わせなければ

ＧＤＰの成長は望めず、結果としてプライマリーバランス（ＰＢ）の黒字化

にも目途が立たないことが明らかである。 

2020 年度までのＰＢの黒字化を実現するためにも、政府ならびに与野党は

一致協力して、財政再建と経済成長の両立に資する改革に一刻も早く着手さ

れることを望む。 

 

以 上 




